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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画策定の趣旨及び経過 

  障害者及び障害児(以下「障害者等」という。）が有する能力及び特性に応じ、

自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、平成１８年４月に障害

者自立支援法（平成２５年４月より「障害者総合支援法」に改正）が施行されま

した。 

本市においても、計画的にサービス提供を推進していくために「第１期障害福

祉計画」を策定し、障害者総合支援法で定める障害福祉サービス、相談支援や地

域生活支援事業などの必要量を見込むとともに、その提供体制の確保のための方

策を定めています。計画期間を３か年とし、第６期までの障害福祉計画に基づき、

各施策の推進を図ってきました。 

  また、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するため、平成２８年５

月に児童福祉法の一部が改正されたことに伴い、本市においても、この法律に基

づき「第１期障害児福祉計画」を策定し、障害児支援について必要量の見込み等

を定め、障害児のサービスの提供体制の確保に努めてきました。 

  この度、これまでの計画の実施状況や課題などを踏まえた計画の改定を行い、

令和６年度(2024年度)から令和８年度(2026年度)までの３か年を計画期間とする

「第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画」（以下「第７・３期障害福祉

計画」という。）を策定し、必要量の見込み等を定め、計画的にその提供体制を

確保します。 

 

２ 計画の基本的理念 

  第７・３期障害福祉計画は、障害者基本法第１１条第３項に基づき令和２年３

月に策定した「秦野市障害者福祉計画（第５期）」の理念を継承し、地域での暮

らしを重視した支援体制の整備に努めるとともに、「かながわの障害福祉グラン

ドデザイン」の趣旨を踏まえ、すべての人が、障害の有無にかかわらず、社会の

あらゆる活動に参加し、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重される社会の構築に向けて、「一人ひとりを大切にする」ことを基本的理念

とします。 

「秦野市障害者福祉計画」における３つの基本理念 

 ◎ すべての人が、一人の人間として尊ばれる社会をつくる 

 ◎ すべての人が、安全・快適に地域でいきいきと暮らす社会をつくる 

 ◎ 一人ひとり、お互いに理解しあい、協力しあえる社会をつくる 
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３ 計画期間について 

  第７・３期障害福祉計画の計画期間は、令和６年度(2024 年度)から令和８年度

(2026 年度)までの３か年とします。 

また、障害者総合支援法附則第３条の規定により、第７・３期障害福祉計画の

計画期間中に法の見直し等が行われた場合においては、必要に応じて、計画内容

の見直しを行うこととします。 

＜障害福祉計画・障害児福祉計画の計画期間＞ 
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秦野市 

障害児福祉計画 

          

  ※ 第７・３期障害福祉計画は、秦野市の障害者等のための福祉施策全般に関

する総合的な計画である「秦野市障害者福祉計画（第５期）」を踏まえた上

で、障害福祉サービス等に関する個別の計画として定めるものです。 

 

４ 計画策定に当たっての基本的な視点 

  第７・３期障害福祉計画の策定に当たっては、「障害福祉サービス等及び障害

児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」及び第５期障害者福

祉計画の基本的な視点や本市の地域特性を踏まえ、以下の５点を基本的な視点と

しています。 

(1) 障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

障害者等の自己決定を尊重し、その意思決定に配慮するとともに、障害者等

が必要とする障害福祉サービスの支援を受けながら自立と社会参加の実現を図

ることができるよう、障害者一人ひとりの障害特性に応じた障害福祉サービス

の提供に努めます。 

(2) 地域生活を支えるサービスの充実 

障害者等の自立支援の観点から、入所施設等から地域生活への移行、地域生

活継続への支援及び就労支援といった課題に対応できるよう、障害福祉サービ

スの提供体制を整えるとともに、障害福祉サービスの質の確保に努めます。ま

第１期 

第５期 第６期 第７期 

第５期 第６期 

第４期 

第４期 

第２期 第３期 
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た、障害者の生活を地域全体で支えていくことができるよう、地域生活支援拠

点の整備や地域の社会資源の活用を推進します。特に、入所施設等から地域生

活への移行では、適切な意思決定支援を行いつつ地域生活を希望する者が地域

での暮らしを継続することができる障害福祉サービスの提供体制を整えます。 

障害者の重度化・高齢化や家族が高齢になっても、地域生活を希望する者に

対しては、住み慣れた地域でその人らしく暮らし続けていくことができるよう、

相談支援体制の充実による体制の確保に努めるとともに、地域生活支援拠点と

基幹相談支援センターの機能を強化し、介護・医療・保健等と連携し支援でき

る体制づくりを目指します。 

 

(3) 障害児の健やかな育成のための発達支援 

   障害児及びその家族が、障害の心配のある段階から、障害の種別にかかわら

ず、質の高い専門的な発達支援が受けられるよう、障害児通所支援及び障害児

相談支援の充実のため、児童発達支援センターの機能強化を図り、身近な地域

において効果的で専門的な支援体制を構築します。障害児のライフステージに

沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関との連携のも

と、切れ目のない一貫した支援を提供する体制を整備します。 

障害児支援サービスを利用することで、地域の保育、教育等の支援を受ける

ことができるようにするなど、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成

長できるよう、地域への参加や包容（インクルージョン）を推進します。 

重症心身障害児や医療的ケア児が保健、医療、障害福祉、保育、教育等の支

援を円滑に受けられるようにする等、専門的な支援を要する児に対して、各関

連分野が共通の理解に基づき協働する包括的な支援体制を構築します。 

 

(4) 地域共生社会の実現に向けた取組 

支援の「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、一人ひとりが地域の

一員として、地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地

域共生社会の実現に向けて、地域で暮らす人々が主体的に地域づくりに取り組

むための仕組みづくりや、制度の縦割りを超えた柔軟な障害福祉サービスの確

保に努めます。 

多機関協働の中核機能を担う相談支援、就労支援や居住支援などとの一体的

な実施による多様な社会参加に向けた支援、交流や参加の機会を生み出す居場

所の確保などを一体的に行う重層的支援体制整備事業の充実に向けて取り組み

ます。 
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(5) 障害者の社会参加を支える取組 

ノーマライゼーションの理念に基づき、障害のある人もない人も地域を構成

する一員として共に支えあい、文化・芸術活動や健康づくり、スポーツなど、

障害者自らが望む活動に積極的に参加できる共生社会の実現を目指し、地域で

いきいきと安心して健康的に暮らすことができる社会を目指します。 

 改正障害者差別解消法により、事業者に対し合理的配慮の提供が義務付けら

れました。障害者の社会的・心理的なバリアフリーを促進するため、合理的配

慮の提供とそのための環境整備に努めます。また、障害理解に向けた情報発信

や普及啓発に努め、障害があるということで差別を受けることなく、地域で誰

もが尊厳を持って暮らし続けられるまちを目指します。 

 

５ ポストコロナ時代及び災害への対応 

(1) ポストコロナ時代の新たな日常への対応 

社会経済活動へ深刻な影響を及ぼした新型コロナウイルス感染症は、令和５

年５月から５類へ変更となりました。今後は、感染症対策と地域の社会経済活

動の両立の維持など、ポストコロナ時代を見据えた「新たな日常」の視点によ

る施策を、随時、検討し見直しを行うなど本計画の対象とする全ての人が安心

して日常生活や社会生活を送ることができるよう、取組を進めます。 

 

(2) 災害時における取組 

近年、全国的に甚大な被害を及ぼす大地震や豪雨災害が頻発しています。災

害時において障害児・者へ必要な障害サービスを切れ目なく継続するために、

国・県による制度の弾力的な取扱いなどを適切に運用していきます。 
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６ 障害福祉サービスの体系イメージ図 
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・専門性の高い相談支援 ・広域的な対応が必要な事業 ・人材派遣、養成など 

支

援 

神奈川県 

秦 野 市 

障
害
者
・
障
害
児 

■訪問系サービス 
・居宅介護   ・重度訪問介護 
・同行援護   ・行動援護 
・重度障害者等包括支援 

■日中活動系サービス 
・生活介護    ・療養介護  
・短期入所 

■日中活動系サービス 
・自立訓練 
（機能訓練・生活訓練） 

・就労移行支援 
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
・就労定着支援 ・就労選択支援 

■居住系サービス 
・施設入所支援 
・共同生活援助(グループホーム） 
・自立生活援助 

■相談支援 
・地域移行支援 ・地域定着支援 

■相談支援 
・計画相談支援 

 

自 立 支 援 給 付  

 

■障害児通所支援 
・児童発達支援   
・放課後等デイサービス 
・居宅訪問型児童発達支援 
・保育所等訪問支援 
 

介 護 給 付 訓 練 等 給 付 

地 域 相 談 支 援 

■必須事業              

・理解促進研修・啓発事業      ・自発的活動支援事業 

・相談支援事業           ・成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度法人後見支援事業   ・意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業      ・手話奉仕員養成研修事業 

・移動支援事業           ・地域活動支援センター事業 

■任意事業 

・訪問入浴サービス事業       ・日中一時支援事業 

・障害者社会参加促進事業 

計 画 相 談 支 援 

地 域 生 活 支 援 事 業  

 

◎自立支援医療 

・育成医療   ・更生医療 

・精神通院医療 

 ◎補装具 

車椅子，義手，義足，補聴器等 

障害児通所支援 

障害児相談支援 

■相談支援 
・障害児相談支援 
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第２章 目標値（成果目標）の設定 

 

１ 施設入所者の地域生活への移行 

  福祉施設に入所している障害者の地域生活(グループホームや居宅生活など)へ

の移行を推進します。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

施設入所者の地域生活移行者数 １２人 １２人 １００％ 

施設入所者数の削減者数 ３人 ５人 １６７％ 

〇 令和４年度末の地域生活移行者数は１２人で、令和５年度末の目標値と同人

数となっており、既に目標は達成しています。 

〇 地域移行の受入先である共同生活援助（グループホーム）が増えていること

から、障害者支援施設等から地域生活への移行や地域生活の継続支援が進んで

いるものと考えます。 

〇 令和４年度末の施設入所者数は１８０人で、令和５年度末の目標値１８５人

より５人多く削減されており、令和５年末は目標値をさらに超える削減が見込

まれます。 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

地域生活移行者数：令和４年度末時点の施設入所者数（基準値）の６％以上 

施設入所削減者数：令和４年度末時点（基準値）から５％以上 

項   目 基準値 目標値(令和８年度末) 

施設入所者の地域生活移行者数 １８０人 １２人（６.６％） 

施設入所者数の削減者数 １８０人  ９人（５％） 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

施設入所者の地域生活への移行については、本人の意思を確認し必要な意思決定

支援を行うことが重要です。地域生活を希望する障害者が、安心して地域で暮らす

ことができるよう、重度化･高齢化に対応した専門的ケアを行う体制の確保や、視

聴覚障害者など障害特性に配慮できるグループホームの設置促進に取り組みます。 

地域支援サービス等の利用を促進するため、基幹相談支援センターや地域生活支

援拠点等と連携して居宅生活に向けた支援の充実を図るとともに、障害者支援施設

においては、障害への理解を促進するため、地域交流の機会の確保や地域で生活す

る障害者への支援の充実に努め、入所者数の削減を進めていきます。 
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２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

協議の場の開催回数 ２回 １回 ５０％ 

協議の場への関係者の参加者数 １０人／回 １７人／回 １７０％ 

協議の場における目標設定及び評価の実施回数 １回 １回 １００％ 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 １人 ０人 ０％ 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 １人 ０人 ０％ 

精神障害者の共同生活援助(グループホーム)

の利用者数 
７０人 １００人 １４２.８％ 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 １人 ０人 ０％ 

〇 令和２年度から「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け

た協議の場」において、保健・医療・福祉の各分野の関係者、当事者・家族会、

自治会や民生委員とともに、精神障害者の現状や課題、必要な支援について協

議し、精神障害者が精神病床から退院し、地域の一員として安心して自分らし

い暮らしができるような支援体制の構築を進めています。 

〇 令和４年度の協議の場の開催は１回でしたが、１７人の参加があり活動内容

についての共有を図りました。 

〇 令和４年度末の共同生活援助の利用者数は一定数ありますが、精神障害者の

地域移行支援、地域定着支援は０人で、施設又は病院からの在宅生活に移行で

きる利用者が少ないことが課題となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた保健・医療・福祉関

係者による協議の場の設置を基本とする。 

協議の場は、保健・医療及び福祉関係者による協議の場を通じて、重層的な連携

による支援体制を構築するために必要となる見込みを設定する。 

現に利用している精神障害者の数、精神障害者のニーズ、入院中の精神障害者の

うち地域生活への移行後に利用が見込まれるものの数等を勘案して、利用者の見込

みを設定する。 
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項   目 
令和６年度

(2024年度) 

令和７年度

(2025年度) 

令和８年度

(2026年度) 

協議の場の開催回数 ２回 ２回 ２回 

協議の場への関係者の参加者数 ２０人/回 ２０人/回 ２０人/回 

協議の場における目標設定及び評価の実施回数 １回 １回 １回 

精神障害者の地域移行支援の利用者数 ３人 ３人 ３人 

精神障害者の地域定着支援の利用者数 １人 １人 １人 

精神障害者の共同生活援助(グループホーム)の

利用者数 
１１０人 １１５人 １２０人 

精神障害者の自立生活援助の利用者数 １人 １人 １人 

精神障害者の自立訓練(生活訓練)の利用者数 １人 １人 １人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよ

う、保健・医療・福祉の各分野の関係者、当事者・家族会、自治会や民生委員など、

各分野間の連携を強化しながら、医療（精神科医療・一般医療）、障害福祉・介護、

住まい、社会参加（就労）、地域の助け合いが包括的に確保された「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステムの構築」を推進します。 

 

３ 地域生活支援の充実 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 

地域生活支援拠点等の整備 整備済 整備済 

地域生活支援拠点の運用状況の検証及び検討 実施 実施 

〇 地域生活支援拠点として、平成２９年に秦野市地域生活支援センター「ぱれっ

と・はだの」を設置し、秦野市障害者支援委員会において、年１回運用状況の

検証及び検討を実施しています。秦野市地域生活支援センター「ぱれっと・は

だの」では、地域生活支援拠点の機能として、①相談、②緊急時の受け入れ・

対応、③専門的人材の確保・養成、④地域の支援体制づくりを実施しています。 
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【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

令和８年度末までに、各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、

その機能の充実のため、コーディネーターの配置などによる効果的な支援体制及び

緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状

況を検証及び検討することを基本とする。 

強度行動障害を有する障害者に関し、各市町村又は圏域において、その状況や支

援ニーズを把握し、支援体制の整備を進めることを基本とする。 

項   目 目標値(令和８年度末) 

地域生活支援拠点等の整備 整備済 

地域生活支援拠点にコーディネーターの配置などに

よる効果的な支援体制 
構 築 

緊急時の連絡体制の構築 構 築 

地域生活支援拠点の運用状況の検証及び検討 年１回以上 

強度行動障害者への支援体制の整備【新規】 整備済 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

地域生活支援拠点の機能を強化・拡充するため、コーディネーターを中心に地域

の支援ニーズの把握、社会資源の活用、関係機関との連携等を進め、効果的な支援

体制・連絡体制の構築を行います。 

 秦野市障害者支援委員会において、定期的に地域生活支援拠点の活動状況を検

証・検討し、障害者の日常生活や社会生活の安全・安心に繋がる支援を行います。 

地域生活支援拠点施設「ぱれっと・はだの」を中心に、強度行動障害を有する者

の地域移行に向けた個別支援を通じて支援ニーズを把握し、支援体制を整備します。 

 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

一般就労への移行者数 ２６人 ３２人 １２３.１％ 

 

就労移行支援事業等 ２３人 ２０人 ８７.０％ 

就労継続支援Ａ型事業 ２人 ５人 ２５０.０％ 

就労継続支援Ｂ型事業 １人 ７人 ７００.０％ 

就労定着支援事業利用者の一般就労への移行者数 １８人 ３２人 １７７.７％ 

就労定着支援事業の就労定着率７割以上の事業所数 １か所 ２か所 ２００.０％ 



１０ 

 

〇 就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業所から一般就労への移行者数

は、令和４年度末で３２人（就労移行支援事業２０人、就労継続支援Ａ型事業所

５人、就労継続支援Ｂ型事業所７人）となっており、目標値２６人を上回る結果

となっています。 

〇 就労定着支援事業から一般就労への移行者は、令和４年度末３２人で、目標値

１８人を上回る結果となっています。 

〇 就労定着支援事業の就労定着率７割以上の事業所は２か所で、いずれも就労定

着率が９割以上となっており、利用者一人ひとりの特性などに応じた支援が行き

届いていることに加えて、職場における障害者理解が深まっているものと考えま

す。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援を行う事業をいう。）を通じて、令和８年度中に一般就労に移

行する者の目標値を設定する。 

一般就労への移行者数：令和３年度実績（基準値）の 1.28 倍以上 

就労移行支援事業：令和３年度末時点（基準値）の 1.31 倍以上 

就労継続支援Ａ型事業：令和３年度末時点（基準値）の 1.29 倍以上 

就労継続支援Ｂ型事業：令和３年度末時点（基準値）の 1.28 倍以上 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が 5 割以上の

事業所数：全体の５割以上 

就労定着支援事業利用者の一般就労への移行者数：令和３年度末時点 

（基準値）の 1.4 倍以上 

就労定着支援事業の就労定着率７割以上の事業所数：全体の２割５分以上 

項   目 
基準値 

(令和３年度実績) 

目標値 

（令和８年度末） 

一般就労への移行者数 ３１人 ４１人(１.３２倍) 

 就労移行支援事業等 １８人 ２４人(１.３３倍) 

就労継続支援Ａ型事業 ３人 ４人(１.３３倍) 

就労継続支援Ｂ型事業 １０人 １３人(１.３０倍) 

就労移行支援事業利用終了者に占める一般就
労へ移行した者の割合が 5割以上の事業所数 

 ５割以上 



１１ 

 

項   目 
基準値 

(令和３年度実績) 
目標値 

（令和８年度末） 

就労定着支援事業利用者の一般就労への移行者数 ３３人 ４７人(１.４２倍) 

就労定着支援事業の就労定着率７割以上の事業所数  ５割以上 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

障害のある人が障害の状態や就労に関する希望に合わせて事業所を選択し、就労

に向けた訓練を受けることができるよう、引き続き、秦野市障害者支援委員会や障

害者支援懇話会就労部門において、障害者の雇用や生活支援も含めた総合的な就労

支援について検討していきます。 

秦野市地域生活支援センター「ぱれっと・はだの」を中心に、ハローワークや商

工会議所等の関係機関と連携しながら、離職者や特別支援学校等の生徒及び保護者

等の希望やニーズにあった一般就労や雇用支援について充実させることで、一般就

労先の拡充や就労先の支援に取り組みます。 

就労継続支援事業では、障害者の適性に応じて個々の能力を発揮し、地域におい

て自立した生活を実現するため、引き続き、「福祉事業所合同説明会」の開催など

を通して障害者の就労支援に取り組むとともに、産業・労働部局等との連携強化や

農福連携の拡充に取り組みます。 

新たに新設される「就労選択支援事業」については、適切な就労アセスメントの

もとに就労移行支援又は就労継続支援の利用や一般就労に繋がるよう、連携体制を

整えます。 

 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

障害の種別や各種ニーズに対応できる総合
的・専門的な相談支援の実施 実施 実施 達成 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による
専門的な指導・助言件数 ７件 ５件 ７１.４％ 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 ６件 １２件 ２００.０％ 

地域の相談支援機関との連携強化の取組の実施 ６回 ７回 １１６.７％ 

〇 秦野市地域生活支援センター「ぱれっと・はだの」に基幹相談支援センターと

障害者相談支援事業「障害福祉なんでも相談室」を委託していますが、障害者の

増加、重度化・高齢化など、相談内容が複雑・多様化している反面、指定特定相

談事業所が増えない状況下で、年々セルフプラン率が高くなってきています。 
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＜障害サービス受給数のセルフプランの状況と相談支援事業所数＞ 

 

障害者 障害児 
相談支援

事業所数 

計画相談
支援専門
員実人数 受給者数 

セルフプラン 
受給者数 

セルフプラン 

人数 割合 人数 割合 

令和２年度 
(2020 年度) 

1,381 人 391 人 28.3％ 643 人 329 人 51.2％ 15 か所 39 人 

令和３年度 
(2021 年度) 

1,330 人 308 人 23.2％ 660 人 342 人 51.8％ 15 か所 39 人 

令和４年度 
(2022 年度) 

1,355 人 392 人 28.9％ 731 人 431 人 59.0％ 15 か所 41 人 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

令和８年度末までに各市町村において、総合的な相談支援、地域の相談支援体制

の効果及び関係機関等の連携の緊密化を通じた地域づくりの役割を担う基幹相談支

援センターを設置するとともに、基幹相談支援センターが地域の相談支援体制の強

化を図る体制を確保する。 

協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行

う取組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保する。 

項   目 

令和６年

度(2024年

度) 

令和７年度

(2025年度) 

令和８年度

(2026年度) 

基幹相談支援センターの設置 設 置 設 置 設 置 

地域の相談支援事業所に対する訪問等による 
専門的な指導・助言件数 １０件 １０件 １０件 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 
（新任・現任インターバル研修） １５件 １５件 １５件 

地域の相談支援機関との連携強化の取組回数 
（相談部門・相談支援事業所等連絡会） １０回 １０回 １０回 

個別事例の支援内容の検証の実施回数 ２回 ２回 ２回 

主任相談支援専門員の配置数 ３人 ４人 ５人 

協議会の専門部会の設置数 
(相談部門･こども部門･医療的ケア児等運営協議会) ３部会 ３部会 ３部会 

協議会における参加事業者・機関数 ２９機関 ２９機関 ２９機関 

協議会の専門部会の実施回数 １３回 １３回 １３回 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 基幹相談支援センターによる総合的・専門的な相談や地域の相談事業者への専門

的な指導・助言、人材育成を強化することで、特定相談事業所数・障害児相談支援

事業所の拡充や相談支援体制の強化を図ることで、セルフプラン率を下げることを

目指します。 

地域の相談機関やサービス事業所との連携、保健や医療との連携、高齢や生活困

窮など他分野との連携を強化することで、障害者を地域で支える仕組みをつくると

ともに、障害者の意思決定に基づく地域移行・地域定着を促進します。 

障害者相談支援事業「障害福祉なんでも相談室」による福祉サービスの利用援助、

社会資源を活用するための支援、権利擁護のために必要な援助を行うことで、障害

者の社会生活力を高めるための支援を強化するとともに、セルフプランの方にも適

宜フォローできるよう努めます。 

 

６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

実施項目 目標値 実績 達成率 

神奈川県が実施する障害福祉サービス等に係る

研修その他の研修への職員の参加 
５人 １５人 ３００％ 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果等の共有 

 

事業所や関係自治体等との共有体制の有無 有 無 未達成 

事業所や関係自治体等との共有の実施回数 １回 ０回 ０％ 

〇 県が実施した障害福祉サービス等に係る研修については、目標値を上回る１５

人の参加がありました。 

〇 神奈川県、神奈川県国保連合会と連携し、障害者自立支援審査支払等システム

による給付実績データの集計・分析、事業所への確認を行いましたが、事業所や

関係自治体との共有体制については、調整中となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

障害者総合基本法の具体的な内容を理解するための取組を行い、障害福祉サービ

ス等の利用状況を把握し、障害者等が真に必要とする障害福祉サービス等が提供で

きているのか検証を行うため、自立支援審査支払等システム等を活用し、請求の過
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誤を無くすための取組や適正な運営を行う事業所を確保します。 

障害福祉サービス等の提供に当たっては、意思決定支援の適切な実施が重要であ

り、障害福祉サービス事業者、相談支援事業者等に対する「障害福祉サービス等の

提供にかかる意思決定支援ガイドライン」の普及啓発に取り組むとともに、相談支

援専門員やサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者に対する意思決定支援

に関する研修を推進します。 

項   目 
令和６年度

(2024年度) 

令和７年度

(2025年度) 

令和８年度

(2026年度) 

障害福祉サービス等に係る研修その他の研修へ
の市の職員の参加 ２０人 ２０人 ２０人 

相談支援専門員研修(初任・現任・主任)修了者数 １５人 １５人 １５人 

基幹相談支援センター等における障害福祉サー
ビス等の質の向上に係る研修の実施 

１０回 
１００人 

１０回 
１００人 

１０回 
１００人 

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果等の共有 

 
事業所や関係自治体等との共有体制の有無 有 

事業所や関係自治体等との共有の実施回数 １回 １回 １回 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

相談支援専門員やサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者が中心となり、

障害福祉サービス等の提供にかかる意思決定支援が行われるよう、「障害福祉サー

ビス等の提供にかかる意思決定支援ガイドライン」の普及啓発や意思決定支援に関

する研修を推進します。 

障害者自立支援審査支払等システム及び令和５年度から導入している障害福祉業

務総合支援ソフト（二次審査用システム）を活用して、効率的に審査結果を効率的

に分析（障害福祉サービス等の利用状況の把握）します。その結果を研修等の機会

を通じて市内の障害福祉サービス事業所や関係自治体等と共有することで請求事務

の適正化に努め、効果的に適正給付の確認を行い、障害福祉サービスの質の向上を

図っていきます。 

障害福祉サービスのうち、共同生活援助（グループホーム）や放課後等デイサー

ビスなどについては、この数年で事業所数が急増しており、人員確保やサービスの

質の担保が課題となっています。そのため、基幹相談支援センターや地域生活支援

拠点等が中心となって事業内容や利用状況などの実態を把握するとともに、障害者

支援懇話会福祉サービス部門やこども部門において、事業所間のネットワークの構

築や研修会を実施するなど、サービスの質の向上に向けて取り組みます。 
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７ 発達障害者等に対する支援 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ
グラム等の支援プログラム等の受講者数 

５人 ０人 ０％ 

ペアレントメンターの人数 １人 ０人 ０％ 

〇 ペアレントトレーニングの実施方法は、多岐にわたっており、より効果的に行

うため、まず、障害児の療育・保育に携わる支援者とともに、ペアレントトレー

ニングについて学ぶところから始めたため、対象の選定や実施方法の検討にとど

まっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適

切な対応ができるよう、ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の発達

障害者等及びその家族等に対する支援体制を構築し、支援プログラム等の実施者を

地域で計画的に養成する。 

項   目 
令和６年度

(2024年度) 

令和７年度

(2025年度) 

令和８年度

(2026年度) 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ
グラム等の支援プログラム等の受講者数 

０人 １０人 １０人 

ペアレントメンターの人数 ０人 ０人 ２人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

早期療育推進事業において、発達障害者等の早期発見・早期支援には、発達障害

者等及びその家族等への支援が重要であることから、保護者等が子どもの発達の特

性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適切な対応ができるよう、神奈川県発

達障害支援センターかながわＡ（エース）等との連携によりペアレントトレーニン

グやペアレントプログラム等を実施し、発達障害者やその家族等に対する支援体制

を整備し、受講者の中からペアレントメンターの育成を目指します。 

より多くの支援者がペアレントプログラムの趣旨を理解し、個別支援において応

用できるようにすることで、発達の心配のある子どもに対し早い段階で適切な支援

を行えるようにします。 
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８ 障害児支援の提供体制の整備等 

（1）児童発達支援センターの機能強化 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

児童発達支援センターの設置数 ２か所 設置済 達成 

保育所等訪問支援を利用できる体制 ３か所 設置済 達成 

〇 児童発達支援センターは令和４年度時点で２か所設置済となっており、計画に

対する目標値を達成しています。 

〇 ２か所の児童発達支援事業所において、保育所等訪問支援を実施できる体制と

しました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

  令和８年度末までに児童発達支援センターを設置する。 

  児童発達支援センターや地域の障害児通所支援事業所等が保育所等訪問支援等を

活用しながら、令和８年度末までに障害児の地域社会への参加・包容(インクルー

ジョン)の推進する体制を構築する。 

項   目 
令和６年度

(2024年度) 

令和７年度

(2025年度) 

令和８年度

(2026年度) 

児童発達支援センターの設置数 ２か所 ２か所 ２か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制 ３か所 ３か所 ３か所 

障害児の地域社会への参加・包容(インクルー

ジョン)の推進体制を構築 
構築 構築 構築 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  児童発達支援センターは２か所あり、そのうち１か所が保育所等訪問支援事業を

実施しています。児童発達支援センターが、地域の中核機能として、①幅広い専門

性に基づく発達支援・家族支援機能、②地域の障害児通所支援事業所に対するスー

パーバイズ・コンサルテーション機能強化、③地域のインクルージョン推進の中核

機能、④地域の発達支援に関する入口としての相談機能を備える中核拠点型として

の整備を推進します。 
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（2）重症心身障害児や医療的ケア児の支援体制の構築 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

項   目 目標値 実績 達成率 

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所数 １か所 １か所 達成 

重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所数 １か所 １か所 達成 

医療的ケア児等支援のため関係機関等が連携を図るための協議の場 設置済 設置済 達成 

医療的ケア児等コーディネーターの配置数 配置 未配置 未達成 

〇 公設の秦野市児童発達支援事業所「たんぽぽ教室」にて、重症心身障害児への

支援を行っています。 

〇 障害者支援懇話会こども部門の下部組織として「医療的ケア児支援者情報連絡

会」を令和３年度に設置しました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の目標値】 

《国の基本指針》 

 令和８年度末までに重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等

デイサービス事業所を確保する。 

  令和８年度末までに、医療的ケア児等支援のための保健、医療、障害福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児

等に関するコーディネーターを配置する。 

項   目 
令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所数 １か所 １か所 １か所 

重症心身障害児を支援する放課後等デイサービス事業所数 １か所 ２か所 ２か所 

医療的ケア児等支援のため関係機関等が連携を図るための協議の場 設置 設置 設置 

医療的ケア児等コーディネーターの配置数 ３人 ３人 ３人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  令和５年度から医療的ケア児等に関するコーディネーターを３名配置し、医療的

ケア児の実態把握や相談支援を行っています。 

医療的ケア児等支援のための保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等

が連携を図るための協議の場を設け、医療的ケア児とその家族への相談援助や専門

性の高い相談支援を行えるよう関係機関等をネットワーク化して相互の連携の促

進、医療的ケア児に係る情報収集・関係機関等への発信を行うなど、医療的ケア児

の支援体制を整備します。 
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第３章 障害福祉サービス等の見込量 

 

基本的な視点を踏まえ、必要とされる訪問系サービス（※１）や希望する日中活

動系サービス（※２）の保障、グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の

機能の充実、福祉施設から一般就労への移行等の推進などに配慮して、必要な見込

量とそれらの提供体制を確保するための方策を定めます。 

   ※１ 訪問系サービス…居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護 

   ※２ 日中活動系サービス…療養介護、生活介護、短期入所、就労移行支援、 

就労継続支援、就労定着支援、就労選択支援、地域活動支援センター 

また、障害者の自立支援の観点から、地域生活への移行や就労支援といった課

題に対応するため、不足している障害福祉サービス等の適正な量の確保に努めます。 

特に、必要なサービス量を上回るサービスは、医療的ケアや強度行動障害等の重

度障害者や障害者の高齢化に対応できる事業所の整備を優先させると共に、質の高

いサービスを提供できるよう、障害福祉サービス等の全体量の調整を検討します。 

 

 

１ 訪問系サービス 

  ホームヘルパーが居宅を訪問して介護などの日常生活全般にわたる支援を行う

サービスです。 

(1) 第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末） 

サービス内容 区  分 見込量 実績 

居 宅 介 護 

重 度 訪 問 介 護 
同 行 援 護 
行 動 援 護 
重度障害者等包括支援 

令和３年度 

(2021 年度) 

利用時間 ３,４３２時間 ３,７６７時間 

利用者数 １５５人 １９２人 

令和４年度

(2022 年度) 

利用時間 ３,８９３時間 ５,３０９時間 

利用者数 １５９人 ２０４人 

※ 第６・２期障害福祉計画まで、国の基本指針に基づき、訪問系サービス全体

で必要な見込量を設定していました。 

〇 居宅介護を中心に、障害者の社会参加を進め在宅生活を支える基本となるサ

ービスであるため、居宅介護や行動援護の利用が顕著で、利用者数、利用時間

ともに見込量を大幅に上回る実績となりました。 

〇 長時間の在宅サービスを提供する重度訪問介護について、標準時間（８時間）

を超過して利用するケースも見受けられ、利用者数は横ばいですが、サービス

全体で利用時間の増加要因となっています。 

単位の｢人日分｣は、｢月間の利用人数｣×｢１人１か月当たりの平均利用日数｣です。 
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 (2) サービスの見込量（１か月当たり）【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

ア 居宅介護 

利用者の自宅を訪れ、入浴・排せつ・食事の介護等、日常生活上の援助を行

うサービスです。 

 利用時間 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ３，１０７時間 １５１人 

令和７年度(2025 年度) ３，４１７時間 １５７人 

令和８年度(2026 年度) ３，７５９時間 １６３人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

障害者の地域生活移行や介護者の高齢化に伴い、引き続き、利用ニーズの高い

サービスであることや第６・２期障害福祉計画における実績を踏まえ、必要なサ

ービス見込量を設定します。 

 

イ 重度訪問介護 

重度の肢体不自由・知的障害・精神障害があり、常に介護が必要な方に、入  

浴、排せつ、食事の介護、外出時の移動支援等、総合的な支援を行うサービス

です。 

 利用時間 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ２，３０２時間 １１人 

令和７年度(2025 年度) ２，７８５時間 １４人 

令和８年度(2026 年度) ３，３７０時間 １８人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

在宅での生活を希望する「重度の肢体不自由・重度の知的障害若しくは精神障

害により、行動上著しく困難を有する者であって常時介護を要する障害者」の数

は横ばいですが、長時間利用のケースが増えていることを踏まえ、利用者数、利

用時間を設定します。 

 

ウ 同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者の外出に同行し、移動に

必要な情報を提供するとともに、移動の援護等を提供するサービスです。 
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 利用時間 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ３５９時間 ２４人 

令和７年度(2025 年度) ３７５時間 ２４人 

令和８年度(2026 年度) ３９２時間 ２５人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

対象となる障害の種別や障害の程度から、利用者数はほぼ横ばいで推移してい

くものと考えますが、視覚障害者の外出保障の移動サービスとして、利用時間の

増加傾向が続くものとして見込量を設定します。 

 

エ 行動援護 

行動が困難で常に介護が必要な人に、外出時の移動の支援や行動の際に生じ

る危険回避のための援護などを行うサービスです。 

 利用時間 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ８４２時間 ３７人 

令和７年度(2025 年度) ９０９時間 ４２人 

令和８年度(2026 年度) ９８２時間 ４８人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

知的障害者や精神障害者の地域移行による利用ニーズがあることから、事業所

を増やし利用しやすいサービスとするため、利用者数、利用時間の増加が続くも

のとして、見込量を設定します。 

 

オ 重度障害者等包括支援 

常に介護を必要とし、その介護の必要性がとても高い方に、居宅介護等、複

数のサービスを包括的に提供するサービスです。 

 利用時間 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ０時間 ０人 

令和７年度(2025 年度) ０時間 ０人 

令和８年度(2026 年度) ０時間 ０人 

※ 令和４年度の事業所数（１か月平均）が全国で１１か所となっており、市内

及び圏域を含む県内においてもサービスを提供する事業者なく、新規開設を希

望する事業所もないことから必要なサービス量は見込まないこととします。 
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２ 日中活動系サービス 

  施設などにおいて日中に行われる介護や訓練などの場を提供するサービスです。 

(1) サービスの見込量（１か月当たり） 

ア 生活介護  

常に介護を必要とする方に対して、施設で入浴や排せつ、食事の介護などを

行うとともに、創作的活動･生産活動の機会を提供します。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度

(2021 年度) 
４１６人分 ８，００１人日分 ４２９人分 ８，１９３人日分 

令和４年度

(2022 年度) 
４２０人分 ８，０３３人日分 ４５６人分 ８，３０１人日分 

〇 幅広い年齢層の障害者が利用するサービスで、新型コロナウイルス感染症

に伴う利用控えから一転、サービス利用が回復、増加傾向で、利用者数、利

用日数のいずれも見込量を上回る実績となった。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ４７７人分 ８，６８５人日分 

令和７年度(2025 年度) ５０２人分 ８，８７４人日分 

令和８年度(2026 年度) ５３０人分 ９，０６７人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

障害者の地域生活移行や高齢化に伴い就労系のサービスから転換する利用者の

増加を踏まえ、対象者へのサービス提供を確保する観点から、必要なサービス

見込量を設定します。 

 

イ 自立訓練（機能訓練） 

身体障害者や難病患者などが地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維

持・向上等のための訓練を一定期間の支援計画に基づき行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ６人分 ９５人日分 ５人分 ８６人日分 

令和４年度(2022 年度) ６人分 １００人日分 ２人分 ３０人日分 
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〇 利用を希望する障害者が少なく、利用期間が一定（１年６か月）であるた

め、利用者数にばらつきが生じています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ６人分 ５０人日分 

令和７年度(2025 年度) ６人分 ５０人日分 

令和８年度(2026 年度) ６人分 ５０人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

市内にサービス事業所が少なく、利用期間（１年６か月）があり、利用者の 

入れ替わりなどを考慮し、見込量を設定します。 

 

ウ 自立訓練（生活訓練） 

知的・精神障害者が地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などのため

の訓練を一定期間の支援計画に基づき行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ３人分 ６９人日分 ３人分 ５１人日分 

令和４年度(2022 年度) ３人分 ７２人日分 ７人分 １１１人日分 

〇 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくなり、サービス

事業所での地域生活への移行支援の再開などから、利用者数、利用日数のい

ずれも見込量を大幅に上回りました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) １０人分 １２０人日分 

令和７年度(2025 年度) １０人分 １２０人日分 

令和８年度(2026 年度) １０人分 １２０人日分 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

入所･入院から地域生活へ移行する人や､地域において保護者と暮らす障害者の

自立生活の希望などのニーズを勘案して、サービス見込量を設定しますが、制度

上、利用期間が一定（２年）で利用者の入れ替わりがあることなどから、利用者

数等に大きな変動はないものと考えます。 

 

エ 就労選択支援（新規） 

就労アセスメントの手法を活用し、就労先・働き方について本人の希望、

就労能力や適性等に合った選択ができるよう支援を行います。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度)  

令和７年度(2025 年度) ６人分 

令和８年度(2026 年度) １２人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

   サービスの対象者への制度への周知とともに、サービス提供事業所の開設を推

進していきます。 

 

オ 就労移行支援 

一般企業等で働くことを希望する人に、知識や能力向上のための訓練など

を一定期間の支援計画に基づき行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ４８人分 ７１５人日分 ４２人分 ６５９人日分 

令和４年度(2022 年度) ５１人分 ７３３人日分 ４４人分 ７５７人日分 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響から令和３年度は、見込量を下回りまし

たが、令和４年度以降は回復、増加傾向で、新規就労を目指す障害者のほか、

一般就労から退職した後の再就職や休職からの職場復帰を目指す障害者の利

用ニーズに応えています。 
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【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ４８人分 ８７２人日分 

令和７年度(2025 年度) ４９人分 ９３３人日分 

令和８年度(2026 年度) ５１人分 ９９８人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

福祉施設から一般就労への移行を目指す障害者や特別支援学校卒業者、また、

精神障害者の退院時の利用ニーズが増加傾向にあることなどを踏まえ、必要なサ

ービス見込量を設定します。 

 

カ 就労継続支援Ａ型 

一般企業などでの就労が困難な人に対し、雇用契約により働く場を提供す

るとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、知識及び能力の

向上のために必要な訓練を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ３８人分 ８０４人日分 ３６人分 ７２５人日分 

令和４年度(2022 年度) ４２人分 ９４４人日分 ３４人分 ６８１人日分 

〇 令和３年度は概ね見込量どおりでしたが、市内にサービス事業所がなく近

隣自治体の事業所を利用している状況などから、令和４年度以降、利用者数、

利用日数のいずれも低い増加率となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ３３人分 ７０８人日分 

令和７年度(2025 年度) ３３人分 ７１５人日分 

令和８年度(2026 年度) ３３人分 ７２１人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  新たに就労を目指す利用者や、再就職や休職から復職される利用者のニーズの 
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増加を踏まえ就労支援を強化する観点から、必要なサービス見込量を設定します。 

  また、利用を希望する障害者にサービス量が確保されるよう、相談支援事業所

等と必要なサービス量等の情報を共有し受入体制を確保するとともに、事業者に

新規参入を働きかけます。 

 

キ 就労継続支援Ｂ型 

一般企業などでの就労が困難な人のうち、障害の程度や年齢等の面で雇用

されることが困難になった人、就労移行支援事業や就労継続支援Ａ型の利用

が困難な人に、働く場を提供するとともに、生産活動などの機会の提供を通

じて、知識及び能力の向上や維持のために必要な訓練を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度

(2021 年度) 
５００人分 ７，９１４人日分 ４８５人分 ７，６１０人日分 

令和４年度

(2022 年度) 
５４２人分 ８，６３４人日分 ４９４人分 ７，７２５人日分 

〇 就労を希望する障害者が増えているため、最も身近な福祉就労としての利

用ニーズをもとに見込量を設定しましたが、生活介護へ移行する者などの影

響により利用者数・利用日数もいずれも見込量を下回りました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ５２８人分 ８,４３９人日分 

令和７年度(2025 年度) ５３９人分 ８,６０８人日分 

令和８年度(2026 年度) ５５０人分 ８,７８０人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

市内で新規開設する事業所によるサービス提供量の拡大や利用ニーズが増加傾 

向にあることなどを踏まえ、障害者の社会参加やコミュニティの推進など多様な

支援を図る観点からも、必要なサービス見込量を設定します。 

 

ク 就労定着支援 

障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機

関との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施します。 
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【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ２３人分 ２０人分 

令和４年度(2022 年度) ２９人分 ２２人分 

〇 一般就労する見込みがある障害者の人数をもとに見込量を設定しましたが、

令和４年度は、利用者が増加したものの、見込量を下回る人数になりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ２４人分 

令和７年度(2025 年度) ２７人分 

令和８年度(2026 年度) ３０人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

地域での自立生活を目的に、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行した

より多くの障害者が、働き続けられることを目指し、利用者数を見込みます。 

 

ケ 療養介護 

医療と常時介護を必要とする人のうち、長期の入院による医療的ケアを要

する人に対し、医療機関で主に日中に機能訓練、療養上の管理、看護、医学

的管理の下での介護及び日常生活の世話を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １１人分 １３人分 

令和４年度(2022 年度) １０人分 １３人分 

〇 新型コロナウイルス感染症の影響が少なくなり、医療機関等での受入制限

が緩和されたことなどから、見込量を上回る利用者数となりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) １５人分 

令和７年度(2025 年度) １５人分 

令和８年度(2026 年度) １５人分 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

長期入院による医療的ケア、常時の介護を必要とする重症心身障害者の利用ニ

ーズを踏まえ、見込量を設定します。 

 

コ 短期入所（ショートステイ） 

自宅で介護を行う方が病気や休息を必要とする場合などに、短期間施設で

受け入れし、食事や入浴などの介助を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
福祉型 医療型 

見込量 実績 見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

利用者数 ３５人分 ５６人分 ２人分 １人分 

利用日数 ２４５人日分 ３０３人日分 １２人日分 ９人日分 

令和４年度

(2022 年度) 

利用者数 ３９人分 ６１人分 ２人分 ３人分 

利用日数 ２５６人日分 ２５５人日分 １２人日分 ２４人日分 

〇 福祉型短期入所については、地域生活移行やレスパイトケアの一時的な受

け皿として利用ニーズが高いことから見込量を上回る利用者数、利用日数と

なっています。 

〇 医療型短期入所は新型コロナウイルス感染症の影響から利用が控えられて

いましたが、医療機関の受入れが再開されたことから令和４年度はサービス

利用が急増し、大幅に上回る実績となりました 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 
福祉型 医療型 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ６４人分 ２９４人日分 ３人分 ３０人日分 

令和７年度(2025 年度) ６４人分 ３１４人日分 ４人分 ３３人日分 

令和８年度(2026 年度) ６５人分 ３３５人日分 ４人分 ３６人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

緊急時の受入れを想定した一時利用の増加やサービス未利用者の潜在的なニーズ

を踏まえ、日中サービス支援型グループホームを効率的に活用するなどサービス

量の確保を図り、障害者等はもとよりその家族を支援するという視点から必要なサー

ビス見込量を設定します。 
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３ 居住系サービス 

  利用者に居住の場を提供し、主に夜間の介護を行うサービスです。居住系サー 

ビスの利用者も、一部のサービスを除き、日中の時間帯はいずれか「日中活動系

サービス」を利用します。 

 

(1) サービスの見込量（１か月当たり） 

ア 施設入所支援 

常に介護が必要とする人に対し、施設において日中の入浴、排せつ、食事 

の介護など日常生活上の支援や創作活動及び生産活動の機会を提供します。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １８７人分 １９０人分 

令和４年度(2022 年度) １８４人分 １８５人分 

〇 地域生活移行の受入先であるグループホームが増えていることや障害者支

援施設において、地域生活への移行、地域生活の継続の支援が十分図られて

いることから、入所者数は減少傾向にあり、概ね見込量に近い実績となって

います。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) １８４人分 

令和７年度(2025 年度) １８２人分 

令和８年度(2026 年度) １８０人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

障害者の重度化や介護者の高齢化などにより、引き続き、一定の利用ニーズが

あるものと考えますが、今後、障害者の自立支援を目的に、地域生活への移行が

進展することなどを踏まえて、令和４年度末時点の入所者数を基礎とした利用者

数を見込みます。 

 

イ 共同生活援助（グループホーム） 

主に夜間や休日、共同生活の住居において、相談、入浴、排せつ、食事の

介護など日常生活上の支援を行います。 
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【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ２１８人分 ２１７人分 

令和４年度(2022 年度) ２３１人分 ２３３人分 

〇 市内及び圏域内で、グループホームが増加しているため、入所施設や医療

機関からの地域移行する障害者を中心に利用者が増え、概ね見込量に近い実

績となっています。 

《共同生活援助（グループホーム）の利用状況等（令和５年１０月１日現在）》 

利用定員
（A） 

利用者数 利用率 
（B／A） 秦野市援護 他市町村援護 合計（B） 

４３０人 １９１人 １８３人 ３７４人 ８７.０％ 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ２５７人分 

令和７年度(2025 年度) ２６７人分 

令和８年度(2026 年度) ２７８人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

今後も、施設入所者の地域生活への移行や、退院可能な精神障害者の退院時のニー

ズなどに対応したサービス提供を確保する観点から、利用者数を見込みます。 

量的拡大に伴い人材確保やグループホームのネットワーク構築も課題となって

いることから、市内のグループホームの情報連絡の場や研修会を開催し、情報交

換や共通課題に関する検討を図っていきます。 

施設、病院から地域への移行に伴い、障害者の重度化・高齢化、また、視聴覚

障害など障害特性に応じた利用ニーズに応えるグループホームの設置に向けての

働きかけや支援を行っていく必要があります。 

また、１施設当たりの定員数が多く設定される「日中サービス支援型」等のグルー

プホームの事業所数が多いため、市内における定員枠が充足し、サービス提供量が過

剰とならないよう、新規事業所の開設の調整を図ります。 
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ウ 自立生活援助 

地域で単身生活をしている人に対し、一人暮らしに必要な理解力や生活力

を補うために、定期的な居宅訪問や随時の対応により必要な支援を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １人分 ０人分 

令和４年度(2022 年度) １人分 ２人分 

〇 市内事業所は１か所のため利用者数は１～２人で、概ね見込量どおりの人

数となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) １人分 

令和７年度(2025 年度) １人分 

令和８年度(2026 年度) １人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

入所施設による地域移行支援、地域定着支援との一体的なサービス提供が必要

であることなどを考慮し、利用者数を見込みます。 

 

４ 計画相談支援・地域相談支援 

利用者や保護者との相談を通じて、サービス全体の利用調整や、地域生活の支

援を行うサービスです。 

(1) サービスの見込量（１か月当たり） 

ア 計画相談支援 

障害サービス等を利用する人の心身の状況、環境、サービス利用に関する

意向その他の事情を勘案した「サービス等利用計画」を作成し、事業者等と

サービス利用に係る連絡調整を行います。サービスの利用開始後は，定期的

な「モニタリング」により状況を確認します。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ２００人分 ２０４人分 

令和４年度(2022 年度) ２２０人分 ２０１人分 
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〇 利用者数の増加を見込んでいましたが、相談支援事業所の不足によりセル

フプランで利用計画を行っている対象者が多いことなどから、実績は横ばい

で推移しました。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ２０５人分 

令和７年度(2025 年度) ２１０人分 

令和８年度(2026 年度) ２１５人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  障害福祉サービス受給者全てを対象とすることを目標としますが、サービス提

供事業所が不足していることから、障害福祉サービス事業所開設の際に原則相談

支援事業所の併設を求める等、事業所拡充や人材育成を図り、受入対象者数増加

を推進することより、セルフプランから計画相談支援へ移行できるよう進めてい

き、相談支援へ移行できるまでの間は、「障害福祉なんでも相談室」や市ケース

ワーカーが利用者や家族からの相談に応じ、障害サービス等を利用する人に適切

なサービス利用についてフォローしていきます。 

 

イ 地域移行支援 

施設に入所している障害者や精神科病院に入院している精神障害者に、住

宅の確保や地域生活へ移行するための活動に関する相談等を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １人分 ３人分 

令和４年度(2022 年度) １人分 ２人分 

〇 地域におけるグループホーム等の整備が進んだことからも、見込量を上回

る利用実績がありました。 

〇 精神科病院と相談支援事業所が連携し、きめ細かな地域相談支援をするこ

とが必要です。そのためには、相談員が支援に必要なノウハウを持つことも

重要になってきます。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ３人分 

令和７年度(2025 年度) ３人分 

令和８年度(2026 年度) ３人分 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

入所施設や精神科病院に入所・入院している人の地域生活への移行の推進によ

り、住居の確保や地域生活に移行するための活動に関する相談、外出時の同行、

障害福祉サービスの体験的な利用支援など、必要な支援を行います。新しい生活

の準備等の支援を行うことで、障害者の地域生活への円滑な移行を目指します。 

 

ウ 地域定着支援 

居宅において単身で生活している障害者や家族の状況等により、同居して

いる家族の支援が受けられない障害者と常時の連絡体制を確保し、障害特性

に起因した緊急事態などが生じたときの相談等を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １人分 １人分 

令和４年度(2022 年度) １人分 ０人分 

〇 地域移行支援を利用して地域生活に移行する障害者の多くはグループホー

ムに入居となります。そのため、単身生活で２４時間体制での常時の見守り

支援が必要な障害者が利用していることから、利用実績は低くなっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) １人分 

令和７年度(2025 年度) １人分 

令和８年度(2026 年度) １人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

単身などで生活する障害者に対し、常に連絡がとれる体制を確保し、夜間等

も含む緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談などの必要な支援

を行います。入所施設や精神科病院から退所又は退院した人のほか、家族との同

居から一人暮らしに移行した人、地域生活が不安定な人などに、「見守り」とし

ての支援を行うことで、障害者の地域生活の継続を目指します。 
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５ 障害児通所支援 

障害がある又は障害のおそれのある児童について、施設への通所などにより、

必要な療育を実施するサービスです。 

(1) サービスの見込量（１か月当たり） 

ア 児童発達支援 

障害児が施設に通所し、日常生活における基本的な動作の指導及び集団生

活への適応訓練を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度

(2021 年度) 
１６５人分 １,４０５人日分 １８５人分 １,４００人日分 

令和４年度

(2022 年度) 
１６５人分 １,４３５人日分 ２１１人分 １,５５８人日分 

〇 令和３年度から４年度にかけての伸び率が利用者数、利用日数ともに約 

１０％増加しており、見込量に対して大きく上回る実績となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ２３０人分 １，６８０人日分 

令和７年度(2025 年度) ２４０人分 １，７４０人日分 

令和８年度(2026 年度) ２５０人分 １，８００人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 発達障害児の増加により、今後も利用者及び日数の増加傾向が続くと思われま

すので、適正な運用が図られるよう、関係機関との連絡調整を図り、質の高い療

育を受けられる場の確保を求めていきます。また、重度障害児に対応できる事業

所の開設を支援していきます。 

 

 

イ 医療型児童発達支援 

肢体不自由のある児童に対して、医療型児童発達支援センターや指定医療

機関への通所等により、児童発達支援及び治療を行います。 

 



３４ 

 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ０人分 ０人日分 ０人分 ０人日分 

令和４年度(2022 年度) ０人分 ０人日分 ０人分 ０人日分 

〇 令和３年度及び４年度においては、サービス提供事業者が近隣にないこと

から、利用実績はありませんでした。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ０人分 ０人日分 

令和７年度(2025 年度) ０人分 ０人日分 

令和８年度(2026 年度) ０人分 ０人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  専門性のある医療機関でないとサービス事業所の指定を受けられないため、現

状では市内及び圏域にサービス提供する事業所開設の予定はなく、サービス利用

量は見込めませんが、医療型でない児童発達支援においても医療的ケア児の支援

を提供することで、サービスの補完をしています。 

 

ウ 放課後等デイサービス 

学校（幼稚園及び大学を除く。）に就学している障害児・者に対して、授

業の終了後又は休日に、施設において、生活能力向上のために必要な訓練や

社会との交流の促進、その他必要な支援を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度

(2021 年度) 
３７５人分 ３,４５０人日分 ４０７人分 ３,３４２人日分 

令和４年度

(2022 年度) 
３８０人分 ３,５００人日分 ４４７人分 ３,７３５人日分 

〇 放課後等デイサービスは近年ニーズが増加しており、令和４年度実績において

は前年比１０％の増加となっています。令和５年度についても同程度の増加を見

込みます。 
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【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ５１０人分 ４，２２９人日分 

令和７年度(2025 年度) ５３５人分 ４，４８３人日分 

令和８年度(2026 年度) ５７０人分 ４，７５２人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

利用ニーズの増加により利用量の増加は続くと見込まれますが、学校以外での

集団生活を行う機会や障害児の自立支援を促進するため、日中一時支援事業を併

用しながら、サービス利用量を設定します。 

 

エ 保育所等訪問支援 

保育所その他の集団生活を営む施設等に通う障害児について、当該施設を訪

問し、当該施設における障害児の集団生活への適応のための専門的な支援等を

行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ５人分 ５人日分 ５人分 ６人日分 

令和４年度(2022 年度) ６人分 ６人日分 １４人分 １６人日分 

〇 令和４年度実績において前年比３００％の伸び率となりました。この要因とし

て需要があり新規事業所の開設が望まれていたところに、事業所が開設されたた

め、増加したものです。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ２２人分 ３２人日分 

令和７年度(2025 年度) ３０人分 ４２人日分 

令和８年度(2026 年度) ３８人分 ５２人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

集団場面での適応が難しい子ども等、通所での療育を利用できずにいた障害児

に対し、集団場面の中で適応することができるよう、支援を提供する保育所等訪

問支援事業を実施し、地域社会参加や包容（インクルージョン）を推進していき

ます。 
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オ 居宅訪問型児童発達支援 

障害児通所支援を利用するために、外出することが著しく困難な障害児につ

いて、発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して日常生活における

基本的動作の指導、知識技能の付与等の支援を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
見込量 実績 

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数 

令和３年度(2021 年度) ０人分 ０人日分 ０人分 ０人日分 

令和４年度(2022 年度) ０人分 ０人日分 ０人分 ０人日分 

〇 サービス提供事業者が近隣にな無いことから、利用実績はありませんでした。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 利用日数 

令和６年度(2024 年度) ０人分  ０人日分 

令和７年度(2025 年度) １人分 ７２人日分 

令和８年度(2026 年度) １人分 ７２人日分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

市内及び圏域にサービス提供する事業所開設の予定はありませんが、事業所の

整備に努めていきます。 

 

６ 障害児相談支援 

  障害児通所サービスを利用する児童や保護者の心身の状況、環境、サービス利

用に関する意向その他の事情を勘案した「障害児支援利用計画」を作成し、事業

者等とサービス利用にかかる連絡調整を行います。サービスの利用開始後は、定

期的な「モニタリング」により状況を確認します。 

 

(1) サービスの見込量（１か月当たり） 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ８５人分 ７５人分 

令和４年度(2022 年度) ９０人分 ７５人分 



３７ 

 

〇 利用者数の増加を見込んでいましたが、相談支援事業所の不足によりセル

フプランで利用計画を行っている対象者が多いことなどから、実績は横ばい

で推移しました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 利用者数 

令和６年度(2024 年度) ９０人分 

令和７年度(2025 年度) ９５人分 

令和８年度(2026 年度) １００人分 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  相談支援事業所の新規開設による受入対象者数増加を推進するため、障害福祉

サービス事業所開設の際に原則相談支援事業所の併設を求める等の事業所拡充策

を行い、セルフプラン利用者が相談支援を利用できるよう関係機関が連携を進め、

相談支援へ移行できるまでの間は、「障害福祉なんでも相談室」や市ケースワー

カーが利用者や家族からの相談に応じ、障害サービス等を利用する障害児に適切

なサービス利用についてフォローしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

。 
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第４章 地域生活支援事業 

 

  「地域生活支援事業」は、「障害福祉サービス事業」と同様に「障害者総合支

援法」に基づくサービスですが、「障害福祉サービス」のように全国統一の基準

ではなく、サービスの内容を都道府県、市区町村の各自治体で定め、地域の実情

に合わせて実施する事業です。 

  また、「地域生活支援事業」には、原則、全ての自治体が実施している「必須

事業」と市町村が独自に定めて実施する「任意事業」があります。特に専門性の

高い事業、広域的な対応が必要な事業については、都道府県が「地域生活支援事

業」として実施することになっています。 

 

１ 市が実施する地域生活支援事業に関する考え方 

(1) 「第６期秦野市障害者福祉計画」の理念の具現化 

    本市は、「第６期秦野市障害者福祉計画」において掲げた三つの基本理念と

本市独自の地域特性を踏まえ、「生きるちから 働くちから 自律の支援」を

目指して、障害者等の地域生活を支援する事業を展開していきます。 

(2) 施策推進の方向 

ア 相談支援体制を充実・強化し、障害者等が日常生活の中で直面している

「生きにくさ・暮らしにくさ」を取り除くことができるよう、必要なサービ

スを提供していきます。 

イ 発達障害者や高次脳機能障害者などの障害については、個々の日常生活の

困難さに応じた地域生活支援事業の利用により、引き続き、必要な支援を行

っていきます。 

ウ 市と県が実施するそれぞれの地域生活支援事業の効果的な利用により、障

害者等に対する手厚い支援体制を構築していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 



３９ 

 

２ 市が実施する地域生活支援事業の内容 

  障害者等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活及び社会生活を

営むことができるよう、次の地域生活支援事業を実施していきます。 

〇市町村地域生活支援事業 

〇市町村必須事業 

  (１) 理解促進研修・啓発事業 

   (２) 自発的活動支援事業 

       (３) 相談支援事業 

  (４) 成年後見制度利用支援事業 

       (５) 成年後見制度法人後見支援事業 

  (６) 意思疎通支援事業 

 (７) 手話奉仕員養成研修事業 

 (８) 日常生活用具給付等事業 

  (９) 移動支援事業 

(10) 地域活動支援センター事業 

〇市町村任意事業 

・日常生活支援に関する事業 

(11) 訪問入浴サービス事業 

(12) 日中一時支援事業 

      ・社会参加支援に関する事業 

(13) 障害者社会参加促進事業 

ア 点字広報等発行事業 

イ 重度身体障害者移動支援事業 

          ウ 身体障害者歩行訓練事業 

          エ 視覚障害者移動支援事業 
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３ 実施する事業の内容及び各年度における量の見込み 

(1) 理解促進研修・啓発事業 

障害者の自立した日常生活及び社会生活に関する理解を深めるための研修及

び啓発を行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ２０回 ２２回 

令和４年度(2022 年度) ２０回 ２３回 

〇 障害者に対する正しい理解や配慮をすすめるため、市の広報で障害の特集

号を発行しました。また、民生委員・児童委員や地域住民へ出前講座等も行

いました。 

〇 精神障害者に対する理解を促進するために、ピアサポーターを養成し、自

身の病気の体験発表や市内の高校生と交流する機会を設けるなど、障害理解

を深める活動を行いました。 

〇 ピアサポーターの積極的な活動によって、２か年とも見込量に対して実績

が上回る結果となりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

令和６年度(2024 年度) ２３回 

令和７年度(2025 年度) ２３回 

令和８年度(2026 年度) ２３回 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

  障害者が地域の一員として自立した日常生活及び社会生活を送るためには、地

域住民の障害に対する正しい知識と理解が不可欠です。秦野市地域生活支援セン

ター「ぱれっと・はだの」が中心となり、障害に対する理解促進を図る普及啓発

やピアサポーター活動交流事業を実施し地域住民だけでなく、若い世代にも、障

害者理解を推進していきます。 

 

(2) 自発的活動支援事業 

障害者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるようにするため

に、障害者、障害者等の家族及び地域住民等により自発的に行われる活動に対

する支援を行う事業です。 
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【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １か所 １か所 

令和４年度(2022 年度) １か所 １か所 

〇 知的障害者本人の会「こうぼうやま」による地域住民との当事者活動を、

秦野市手をつなぐ育成会に委託し実施しました。 

 

 【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

令和６年度(2024 年度) 実 施 

令和７年度(2025 年度) 実 施 

令和８年度(2026 年度) 実 施 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

障害者が自ら望む活動に積極的に参加し、地域でいきいきと暮らすことのでき

る社会の実現につなげるため、引き続き、活動支援を行います。 

 

 (3) 相談支援事業 

障害福祉サービスの「計画相談支援」とは別の、一般的な相談や幅広いケア

マネジメントを行います。障害者やその家族からの相談に応じ、地域における

生活のために必要なことや、障害福祉サービス利用に関する情報提供など、必

要な支援を行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

障 害 者 相 談 支 援 事 業 

（ 実 施 箇 所 数 ） 
１か所 １か所 

基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー 

（ 設 置 の 有 無 ） 
有 有 

基幹相談支援センター等機能強化事業 

（ 実 施 の 有 無 ） 
有 有 

令和４年度

(2022 年度) 

障 害 者 相 談 支 援 事 業 

（ 実 施 箇 所 数 ） 
１か所 １か所 

基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー 

（ 設 置 の 有 無 ） 
有 有 

基幹相談支援センター等機能強化事業 

（ 実 施 の 有 無 ） 
有 有 
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〇 障害者が地域でいきいきと自立した生活を送ることができるよう、秦野市

地域生活支援センター「ぱれっと・はだの」において、三障害（※）に対応

した相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、その他の障害福祉サービスの

利用支援など、個々の障害の程度や特性に応じた、きめ細やかな支援を実施

しました。 

〇 基幹相談支援センターを設置し、専門職の配置により、訪問相談、広域的

な調整及び相談支援専門員の人材育成等を行いました。 

   ※ 三障害・・・身体障害、知的障害、精神障害 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 

障害者 

相談支援事業 

(実施箇所数) 

基幹相談 

支援センター 

(設置の有無) 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 

（実施の有無） 

令和６年度(2024 年度) １か所 有 有 

令和７年度(2025 年度) １か所 有 有 

令和８年度(2026 年度) １か所 有 有 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

年齢やライフステージに沿って切れ目なく障害者が安心して地域生活を送れ

るよう、基幹相談支援センター及び市内相談支援事業所を中心とした相談支援を

継続するとともに、体制の強化を図っていきます。 

障害の重度化や介護者の高齢化の進展に伴い、障害者が住み慣れた地域で暮

らし続けられるよう基幹相談支援センターの機能を強化し、介護、医療、保健等

の関係機関と連携し支援できる体制づくりに努めます。 

 

(4) 成年後見制度利用支援事業 

障害福祉サービス等の利用等の観点から、成年後見制度の利用が有用と認め

られる障害者に対して、成年後見制度の利用に要する費用の支払いが困難な場

合、その費用の支給を行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ５人 ２人 

令和４年度(2022 年度) ５人 １人 

○ 成年後見制度の利用は、年度により一定ではなく、利用者数を見込むこと

が難しい状況にあります。 
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【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

令和６年度(2024 年度) ５人 

令和７年度(2025 年度) ５人 

令和８年度(2026 年度) ５人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

〇 親亡きあとを見据え、障害のある人の権利擁護を図ることを目的とした成

年後見制度の普及に努めます。 

〇 成年後見制度の利用が有用と認められ、親族による申立てが困難な知的障

害者又は精神障害者に対して、成年後見制度の利用を支援することにより、

障害者の権利擁護を図ります。 

 

(5) 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を行う法人の活動を支援する事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) 実施 実施 

令和４年度(2022 年度) 実施 実施 

○ ＮＰＯ法人総合福祉サポートセンターはだのへの補助事業の実施により、

法人後見の活動を支援し、一定数以上の成年後見制度の受任を行うなど、障

害者の権利擁護を図りました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 補助を行う団体数 

令和６年度(2024 年度) １か所 

令和７年度(2025 年度) １か所 

令和８年度(2026 年度) １か所 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことのできる法人を確保する

体制を整備するとともに、安定した法人後見の活動を支援することにより、障害

者の権利擁護を図ります。 
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(6) 意思疎通支援事業 

聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障が

ある障害者などに対し、手話通訳・要約筆記などの方法により支援を行う者の

派遣を行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 
手話通訳者派遣 

（年間延べ派遣者数） 

要約筆記者派遣 

（年間延べ派遣者数） 

手話通訳者設置 

（年間延べ設置者数） 

令和３年度 

(2021 年度) 

見込量 ２００人 ０人 ２８０人 

実績 ２３１人 ３人 ２２４人 

令和４年度

(2022 年度) 

見込量 ２２０人 ８人 ２９０人 

実績 ２４７人 １０人 ２５１人 

〇 手話通訳者設置は、新型コロナウイルス感染症の影響などから、来所者数

が伸びず、設置件数が見込量を下回りました。一方、手話通訳者等派遣は、

通院等での利用がコロナ禍前の状況に戻りつつあることから、見込量を上回

る利用者数となりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 
手話通訳者派遣 

（年間延べ派遣者数） 

要約筆記者派遣 

（年間延べ派遣者数） 

手話通訳者設置 

（年間延べ設置者数） 

令和６年度(2024 年度) ２５０人 １５人 ２８０人 

令和７年度(2025 年度) ２６０人 ２０人 ２９０人 

令和８年度(2026 年度) ２７０人 ２５人 ２９０人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 新型コロナウイルス感染症による行動制限の緩和により、意思疎通支援者の派

遣については増加していくものと見込みます。今後も意思疎通支援が必要な方の

地域生活及び社会参加の充実を図っていきます。 

 

(7) 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害者等との意思疎通を行い、交流活動を促進するために、日常会話程

度の手話表現技術の習得者を養成する事業です。 
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【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) １０人 ７人 

令和４年度(2022 年度) ２０人 １３人 

○ いずれの年度も見込量である定員に達する受講者数でしたが、未修了者が

あったことにより見込みを下回る人数となりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

令和６年度(2024 年度) ２０人 

令和７年度(2025 年度) ２０人 

令和８年度(2026 年度) ２０人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

社会的に高まってきている手話言語の普及、促進への理解を目的に、聴覚障害

者とのコミュニケーション手段の一つである手話奉仕員・通訳者の養成をするた

め、引き続き、秦野市聴覚障害者協会に委託し、手話講習会を開催します。 

 

(8) 日常生活用具給付等事業 

障害者に対し、特殊ベッド、各種信号装置、ストーマ装具及び住宅改修など

の日常生活用具を給付する事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

〔年間給付件数〕 介護･訓練 
支援用具 

自立生活
支援用具 

在宅療養等
支援用具 

情報 
意思疎通 
支援用具 

排泄管理 
支援用具 

居宅生活
動作 
補助用具 
(住宅改修) 

令和 
３年度 

見込量 ７件 １８件 １３件 １２件 ２,６９０件 １件 

実績 ２件 ２７件 ９件 １６件 ２,７３７件 ２件 

令和 
４年度 

見込量 ６件 １７件 １３件 １２件 ２,６４９件 １件 

実績 １５件 ２５件 １３件 １７件 ３,３４１件 ２件 

〇 令和３年度、４年度ともに支援用具については概ね実績が見込量を上回る結果

となりました。その中で排泄管理支援用具（ストーマ装具等）については、支給

対象となる手帳所持者の増加により件数が大幅に増加しました。 
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【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

[年間給付件数] 
介護・訓練 
支援用具 

自立生活
支援用具 

在宅療養等
支援用具 

情報 
意思疎通 
支援用具 

排泄管理 
支援用具 

居宅生活動作 
補助用具 
(住宅改修) 

令和６年度 

(2024 年度) 
１３件 ２６件 １３件 １７件 ３,６００件 ２件 

令和７年度 

(2025 年度) 
１３件 ２６件 １３件 １７件 ３,８００件 ２件 

令和８年度 

(2026 年度) 
１３件 ２６件 １３件 １７件 ４,０００件 ２件 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

これからも各障害のニーズを踏まえ、きめ細かな対応を行い、必要な日常生活用

具の支給に努めていきます。 

 給付見込量としては、近年、増加傾向にある直腸障害等を対象とした排泄管理支

援用具（ストーマ装具等）の支給について、今後も増加していくものと見込みます。 

 

(9) 移動支援事業 

一人では外出できない知的障害者、精神障害者、全身性障害者及び難病患者

等に対して、ガイドヘルパーを派遣し、外出の支援を行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

 見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

年間実利用者数 ２１４人 １３９人 

年間延べ利用時間 ８，７１６ｈ １０,０７４ｈ 

令和４年度

(2022 年度) 

年間実利用者数 ２１６人 ２２２人 

年間延べ利用時間 ８，８０３ｈ １０,５２８ｈ 

〇 新型コロナウイルス感染症により、利用者数は一時減少をしましたが、感染拡

大の収まりにつれ、コロナ禍前の規模となりました。しかし、利用時間数は、利

用ニーズに対してサービス事業所数が増えていないことから横ばいの状況です。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 年間実利用者数 年間延べ利用時間 

令和６年度(2024 年度) ２２５人 １１，５００ｈ 

令和７年度(2025 年度) ２３０人 １２，０００ｈ 

令和８年度(2026 年度) ２３５人 １２，５００ｈ 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 新型コロナウイルス感染症に伴う制限が解除されたことから、利用者数は、コ

ロナ禍前の利用者数で推移するものと考えます。本事業は単独外出に支障がある

障害者等を支援するため利用ニーズが多いことから、相談支援事業所等とサービ

ス量等の情報を共有し、受入体制の確保や事業者の新規参入を促します。 

 

(10) 地域活動支援センター事業 

基本事業としての創作活動、生産活動の機会を提供するほか、相談支援事

業や社会資源との連携、地域ボランティアの育成、助言、障害者に対する理

解促進のための普及啓発事業を行います。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度

(2022 年度) 

実施箇所数 ２か所 ２か所 

年間実利用者数 ３２０人 ２２３人 

令和４年度

(2022 年度) 

実施箇所数 ２か所 ２か所 

年間実利用者数 ３３０人 ２２１人 

○ 秦野市地域生活支援センター「ぱれっと・はだの」、秦野市障害者日中サ

ービスセンター「ひまわり」で実施しており、実績は、いずれも見込量には

達していませんが、登録利用者数は一定数で推移している状況です。 

〇 「ぱれっと・はだの」で実施しているセンター事業（Ⅰ型）では、精神保

健福祉士等を配置した地域の精神障害者の居場所としてのフリースペースの

開放により、約１００名の登録者が利用しています。また、ピアサポーター

を養成し、自ら地域住民や市内の高校生に自身の体験を発表するなど、精神

障害の理解を深める啓発活動を行いました。 

〇 「ひまわり」で実施しているセンター事業（Ⅲ型）は、知的障害者の通い

の場として創作活動や生産活動を行っており、常時８～１０名の登録者が利

用しています。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 実施箇所数 年間実利用者数 

令和６年度(2024 年度) ２か所 １１５人 

令和７年度(2025 年度) ２か所 １１５人 

令和８年度(2026 年度) ２か所 １２０人 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

「ぱれっと・はだの」におけるセンター事業（Ⅰ型）では、精神保健福祉士等

の専門職の配置により、相談支援や福祉及び地域の社会基盤との連携強化を図り

つつ、地域住民ボランティア育成、障害に対する理解促進を図るための普及啓発

等の事業を行います。 

「ひまわり」におけるセンター事業（Ⅲ型）においては、制度の間（はざま）

にある障害者に創作的活動又は生産活動の機会の提供により、社会との交流促進

等を図り、地域生活を支援します。 

※ 見込量の設定条件を見直したことにより、年間実利用者数の見込量をこれま

での人数から下げることとしました。 

 

(11) 訪問入浴サービス事業 

自宅において一人で入浴できない、常時介護を要する障害者に入浴サービ

スを提供する事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度 

(2021 年度) 

年間実利用者数 １７人 １６人 

年間延べ利用回数 １,３０６回 １,２２２回 

令和４年度

(2022 年度) 

年間実利用者数 １７人 １６人 

年間延べ利用回数 １,３３５回 １,１８３回 

○ 利用者数は、一定数で推移していますが、利用回数は、利用ニーズに対し

てサービス事業所数が増えていないことから減少傾向となっています。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 年間実利用者数 年間延べ利用回数 

令和６年度(2024 年度) １６人 １,１２４回 

令和７年度(2025 年度) １５人 １,０９３回 

令和８年度(2026 年度) １５人 １,０６３回 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

サービス提供事業者の減少により家庭での入浴が困難な障害者に対しての入浴

の機会が低下していることから、入浴施設を所有している事業者等の協力を仰ぎ

つつサービス提供事業者の確保に努め、地域における障害者の生活を支援してい

きます。 
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(12) 日中一時支援事業 

障害者等の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及

び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とした事業で

す。  

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度 

(2021 年度) 

年間実利用者数 ３０４人 ３０２人 

年間延べ利用回数 ７，８６８回 １６,０１４回 

令和４年度

(2022 年度) 

年間実利用者数 ３２６人 ４８２人 

年間延べ利用回数 ９，２０６回 １６,９１０回 

〇 利用者数は新型コロナウイルス感染症の影響による減少傾向から回復し、

また、サービス事業所の増加などにより利用回数は大幅に見込量を上回りま

した。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 年間実利用者数 年間延べ利用回数 

令和６年度(2024 年度) ５５９人 １８.３７７回 

令和７年度(2025 年度) ６２４人 １９,２４０回 

令和８年度(2026 年度) ６９７人 ２０,１４４回 

 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

利用者数については、放課後等デイサービス事業等との併用利用のニーズが一

定数あるため、今後も増加が見込まれます。また、利用回数についても、サービ

ス事業所数から、利用者数ほどの伸び率ではありませんが、高い利用ニーズに伴

い、引き続き、増加傾向にあることを見込みます。 

令和５年度に実施した「業務量調査」及び令和６年度障害福祉サービス等報酬

改定に基づき報酬体系の見直しを実施し、サービス事業の効果的な利用を図るこ

とで充足率を高めるよう取り組みました。 

今後も、共働き世代の増加に伴うニーズに対応し、また、障害者等を介護する

家族の一時的な休息を提供するため支援体制の拡充に努めていきます。 
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(13) 障害者社会参加促進事業 

ア 点字広報等発行事業 

視覚障害者が地域生活において必要な情報を提供できるよう、広報誌等

の点訳、音声訳等を定期的に行う事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】(委託箇所数) 

 見込量 実績 

令和３年度(2021 年度) ２か所 ２か所 

令和４年度(2022 年度) ２か所 ２か所 

〇 秦野市点訳赤十字奉仕団・秦野市録音赤十字奉仕団に委託し、広報誌等の

点字版及び音声訳を作成いたしました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】（作成件数） 

 見込量 

令和６年度(2024 年度) ７０７件 

令和７年度(2025 年度) ７０７件 

令和８年度(2026 年度) ７０７件 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

文字による情報入手が困難な視覚障害者のために、広報はだの・議会だより

等を点訳、音声訳等の方法により提供し、視覚障害者の情報を確保します。 

 

イ 重度身体障害者移動支援事業 

屋外での移動が困難な障害者等に対して、地域での自立生活及び社会参加

を促すため、福祉車両の運行を委託し、外出の際の移動を支援する事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

委託箇所数 ２か所 ２か所 

年間延べ利用件数 ４,７００件 ５,１３６件 

令和４年度

(2022 年度) 

委託箇所数 ２か所 ２か所 

年間延べ利用件数 ４,８００件 ４,８０８件 

〇 「障害者の自由な移動をすすめるハンディキャブの会」及び「送迎ボラン

ティアゆりの会」に業務委託し、見込量を上回る実績となりました。 
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【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 委託箇所数 年間延べ利用件数 

令和６年度(2024 年度) １か所 ５,０００件 

令和７年度(2025 年度) １か所 ５,１００件 

令和８年度(2026 年度) １か所 ５,１５０件 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

車椅子やベッドのままタクシーに乗って移動できるように、リフト付車両を

運行するため、「送迎ボランティアゆりの会」に委託し、障害者の生活範囲の拡

大を行っていきます。 

※ 長年にわたり、障害者の移動支援業務を受託されていた、「障害者の自由な

移動をすすめるハンディキャブの会」への業務委託が、令和５年末で終了しま

した。 

従来、この事業を利用していた障害者の方々の日常生活に支障をきたさない

よう、代替サービス利用等により、外出保障の確保に努めます。 

  

ウ 身体障害者歩行訓練事業 

肢体障害者及び内部障害者が一同に集い、心身の鍛錬と行動力の強化、機

能回復を図ることを目的とする事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

委託箇所数 １か所 １か所 

年間延べ利用者数 ８０人 １０６人 

令和４年度

(2022 年度) 

委託箇所数 １か所 １か所 

年間延べ利用者数 １５０人 １２９人 

〇 新型コロナウイルス感染症が一時落ち着いたことから、令和３年度の実績

は見込量を上回りましたが、感染症の再拡大などに伴い、令和４年度は利用

者数が伸びず、見込量を達成することができませんでした。 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 委託箇所数 年間延べ利用者数 

令和６年度(2024 年度) １か所 １３０人 

令和７年度(2025 年度) １か所 １３５人 

令和８年度(2026 年度) １か所 １４０人 
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【取組の方向・見込量確保のための方策】 

新型コロナウイルス感染症が落ち着き、制限のない外出も再開されていること

から、縮小した委託事業規模を、コロナ禍前に戻します。引き続き、秦野市身体

障害者福祉協会に公園などにおける歩行訓練を委託し、障害者等の社会参加の促

進を支援していきます 

 

エ 視覚障害者移動支援事業 

屋外での移動が困難となる視覚障害者等に対して、地域での自立生活及び

社会参加を促すため、外出の際の移動を支援する事業です。 

【第６・２期障害福祉計画の実績（令和４年度末）】 

  見込量 実績 

令和３年度

(2021 年度) 

委託箇所数 １か所 １か所 

年間延べ利用者数 １６０人 ２４５人 

令和４年度

(2022 年度) 

委託箇所数 １か所 １か所 

年間延べ利用者数 １８０人 ３１４人 

〇 秦野市誘導赤十字奉仕団１か所に委託しています。外出への意欲による

高い利用ニーズに伴い見込量を大きく上回る利用者数となりました。 

 

【第７・３期障害福祉計画の見込量】 

 委託箇所数 年間延べ利用者数 

令和６年度(2024 年度) １か所 ３２０人 

令和７年度(2025 年度) １か所 ３３０人 

令和８年度(2026 年度) １か所 ３４０人 

【取組の方向・見込量確保のための方策】 

 秦野市誘導赤十字奉仕団に、引き続き、業務委託し、視覚障害者の社会参加の

促進及び生活範囲の拡大等を図っていきます。 
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第５章 計画の進行管理 

 

・ 計画の達成状況の点検及び評価 

計画の進捗状況を適切に把握するため、学識経験者や地域の障害福祉に関わ

る関係者や当事者などにより構成される「秦野市障害者支援委員会」におい

て、数値目標や福祉サービス見込量の達成状況についての点検・評価を行いま

す。 

そして、その評価結果を踏まえ、障害のある方々のニーズに沿ったサービス

体制の見直し、必要なサービスの創設などの検討を行い、計画の達成に必要な

施策を実施します。 



＜参 考＞  

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画案ついて 

（諮問） 
 

 

Ｆ№４・１・２（甲）  

令和６年３月１２日  

 

秦野市障害者支援委員会 

会長 伊 藤 崇 博  様 

 

秦野市長 高 橋 昌 和    

 

 

秦野市障害福祉計画及び障害児福祉計画について（諮問） 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８８条第１

項等の規定に基づき、令和６年度から令和８年度までを計画期間とする第７期

障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画案を作成しましたので、貴委員会の答

申をいただきたく諮問いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜参 考＞  

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画案ついて 

（答申） 
 

 

令和６年３月１９日  

 

 秦野市長 高 橋 昌 和 様 

 

       秦野市障害者支援委員会       

                    会 長  伊 藤 祟 博     

 

 

   秦野市障害福祉計画及び障害児福祉計画案について（答申） 

 

  令和６年３月１２日付けで諮問のありました第７期秦野市障害福祉計画及

び第３期障害児福祉計画案について、当委員会において慎重に審議した結果、

原案は妥当なものであると認めますので、その旨を答申します。 

 なお、当委員会の総意として次のとおり意見を付しますので、計画の推進に

当たっては、その趣旨を留意されるよう要望します。 

 

 

１ 計画の理念を達成するため、障害児・者の自己決定を尊重し、その意思決

定に配慮するとともに、地域で安心して安全に暮らせるよう地域生活を支え

る障害福祉サービスの提供体制を整えるとともに、適切な選択や相談、質の

高い専門的な発達支援を受けられるように努めてください。 

 

２ 計画の推進に当たっては、地域の実情や社会情勢の変化等を踏まえつつ、

適切な進行管理を図るとともに、障害児・者一人ひとりのニーズに応じた切

れ目のない支援が図られるよう努めてください。 
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